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児童福祉・母子保健対策等の動向

厚生労働省子ども家庭局
母子保健課

健康づくり・栄養対策

児童福祉・母子保健対策

今年度の栄養施策計画について２

新型コロナウイルス感染症対応関係について１

食育推進基本計画について２

成育基本法と健やか親子２１（第２次）について１

保育所等における食育の推進について３

児童福祉・母子保健分野における栄養施策について

少子化社会対策大綱
（令和２年5月29日閣議決定）

○「食育」の普及・促進

【指標】
食育に関心を持っている国民の割合
90%以上

第３次食育推進基本計画
（平成28年３月18日食育推進会議決定）

○妊産婦や乳幼児に関する
栄養指導の充実

○保育所等における食育の推進

「保育所保育指針」の改定（平成29年）

食育基本法（平成17年法律第63号）

成育医療等基本方針

○成育過程にある者等に対する保健 等

【指標】
・児童・生徒における痩身傾向児・

肥満傾向児の割合、
・朝食を欠食する子どもの割合

健やか親子２１（第２次）

成育基本法（平成30年法律第104号）

統計調査の実施

「乳幼児栄養調査」

（平成27年）

「乳幼児身体発育調査」

（平成22年）

厚生労働科学研究等の実施

自治体における妊産婦・乳幼児の栄養指導の実施
保育所等児童福祉施設における食育の取組、「児童福祉施設給食関係者研修会」の開催 等

妊娠・出産期、乳幼児期における栄養・食生活支援のガイドライン等の作成

「妊産婦のための食生活指針」
（平成18年）

「児童福祉施設における食事の提供ガイド」

（平成22年）

「授乳・離乳の支援ガイド」
（平成31年改定）

「保育所における食事の提供ガイドライン」
（平成24年）

「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」
(平成31年改訂）

取組の方向性取組の方向性

基盤整備基盤整備

取組、普及啓発等の実施取組、普及啓発等の実施

健康づくり・栄養対策

児童福祉・母子保健対策

今年度の栄養施策計画について２

新型コロナウイルス感染症対応関係について１

食育推進基本計画について２

成育基本法と健やか親子２１（第２次）について１

保育所等における食育の推進について３

主な内容

法律の目的

公布から一年以内の政令で定める日（令和元年12月1日）
施行日

※「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律」（平成30年法律第104号）
※ 2018年12月14日公布

次代の社会を担う成育過程にある者の個人としての尊厳が重んぜられ、その心身の健やかな成育が確保されることが重要な
課題となっていること等に鑑み、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、成育医療等の提供に関する施策に関し、基本
理念を定め、国、地方公共団体、保護者及び医療関係者等の責務等を明らかにし、並びに成育医療等基本方針の策定につい
て定めるとともに、成育医療等の提供に関する施策の基本となる事項を定めることにより、成育過程にある者及びその保護
者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策を総合的に推進する。

○基本理念
・成育過程にある者の心身の健やかな成育が図られることを

保障される権利の尊重

・多様化・高度化する成育過程にある者等の需要に的確に対応した

成育医療等の切れ目ない提供

・居住する地域にかかわらず科学的知見に基づく

適切な成育医療等の提供

・成育過程にある者等に対する情報の適切な提供、社会的経済的状況

にかかわらず安心して子どもを生み、育てることができる環境の整備

○国、地方公共団体、保護者、医療関係者等の責務

○関係者相互の連携及び協力

○法制上の措置等

○施策の実施の状況の公表（毎年１回）

○成育医療等基本方針の策定と評価
※閣議決定により策定し、公表する。
※少なくとも６年ごとに見直す

○基本的施策
・成育過程にある者・妊産婦に対する医療
・成育過程にある者等に対する保健
・成育過程にある者・妊産婦の心身の健康等に関する教育及び普及啓発
・記録の収集等に関する体制の整備等
例：成育過程にある者に対する予防接種等に関する記録
成育過程にある者が死亡した場合における
その死亡の原因に関する情報

・調査研究

○成育医療等協議会の設置
※厚生労働省に設置
※委員は厚生労働大臣が任命
※組織及び運営に関し必要な事項は政令で定める。

○都道府県の医療計画その他政令で定める計画の作成の際の
成育医療等への配慮義務（努力義務）

成育基本法の概要

成育基本法における食育等の位置付け

２成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項
（２）成育過程にある者等に対する保健

③乳幼児期の保健対策
• 乳幼児に対する栄養指導
• 子どもの健やかな発育・発達及び健康の維持・増進のため、家庭や地域等が連携した食育
• 乳幼児期の特性を踏まえた保育所、幼稚園及び学校等におけるアレルギー疾患を有する子
どもへの対応

④児童期及び思春期の保健対策
• 児童期・思春期を通し、生涯の健康づくりに資する食生活や運動等の生活習慣の形成のた
めの健康教育

（３）教育及び普及啓発
• 子どもの健やかな発育・発達及び健康の維持・増進のため、 家庭や地域等が連携した食
育（再掲）

出典：第４回成育医療等協議会（令和２年６月25日開催）資料１

（教育及び普及啓発）
第14条 国及び地方公共団体は、国民が成育過程における心身の健康に関する知識並びに
妊娠、出産及び育児並びにそれらを通じた成育過程にある者との科学的知見に基づく愛着
の形成に関する知識を持つとともに、それらの知識を活用して成育過程にある者及び妊産
婦の心身の健康の保持及び増進等に向けた取組が行われることを促進するため、成育過程
にある者及び妊産婦の心身の健康等に関する教育（食育を含む。）並びに広報活動等を通
じた当該取組に関する普及啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。

「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」 骨子 （案）

成育基本法（抄）
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成育基本法と健やか親子21の関係

子どもと妊産婦に対する医療

・医療提供体制の整備
・救急医療の充実 など

子どもと妊産婦に対する保健

健やか親子21
平成26年局長通知

・健康の保持・増進
・社会からの孤立の防止、不安の緩和
・虐待の予防、早期発見
・健康診査、健康診断の適切な実施
・心身の健康に関する相談体制の整備 など

国民への教育・普及啓発

・子どもの心身の健康、妊娠、出産、育児、
子どもとの愛着の形成等に関する教育と普及
啓発 など

成育基本法
平成30年12月成立

子どもの健康に関する記録の収集

・予防接種、乳幼児健康診査、学校健診の記録の収集と
管理、活用
・子どもの死因に関する情報の収集、管理、活用 など

調査研究

・妊娠、出産、育児、子どもの心身の健康
に関する調査、研究など

基本的施策

国、地方公共団体、保護者、
医療関係者等の責務

定義

基本理念

関係者相互の連携及び協力

施策の実施の状況の公表

法制上の措置等

成育医療等基本方針の策定
（閣議決定・公表・最低6年ごと

の見直し）と評価

成育医療等協議会の設置

住 民 （ 親 子 ）ＮＰＯ

連携と協働

モニタリングの構築

企業
医療機関 研究機関

学校

地方公共団体

○ 関係者が一体となって推進する母子保健の国民運動計画
○ 21世紀の母子保健の取組の方向性と目標や指標を示したもの
○ 第１次計画（平成13年～平成26年）・第２次計画（平成27年度～令和６年度）

「健やか親子２１」とは

【基盤課題Ａ】

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への
保健対策

【基盤課題Ｂ】
学童期・思春期から

成人期に向けた
保健対策

【基盤課題Ｃ】
子どもの健やかな
成長を見守り育む

地域づくり

【重点課題①】

育てにくさを感じる
親に寄り添う支援

【重点課題②】

妊娠期からの
児童虐待防止対策

「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現

健やか親子２１推進協議会

国（厚生労働省、文部科学省等）

関係省庁

健やか親子２１（第２次）推進体制イメージ図

すべての子どもが健やかに育つ社会の実現

協議会の運営の
企画・調整

情報提供

大学
関連
学会

ＮＰＯ

医療機関等

企業
団体

厚生労働省子ども家庭局母子保健課（運動全体の企画・立案・進捗状況管理等）

文部
科学省

〈地方公共団体〉

都道府県・
政令市・特別区

市町村

＜アワード＞
○先進的で優れた企業・団体・自治体の取
組を表彰する

<全国大会>
主催：国、都道府県、母子愛育会、

母子保健推進会議、日本家族計画協会
○全国から母子保健関係者を集め母子保健
の諸問題の研究討議する
○母子保健事業の推進に功績のあった個人
及び団体を表彰する

○協議会の運営
○啓発・普及・情報発信

〈健やか親子２１推進協議会〉
「健やか親子２１（第２次）」に関する主要課題に
対する取組について、専門的立場から効果的な

調整・推進を図る

総会
（全参画団体が参加）

幹事会

運動方針等重要事項の決定

運営・支援

（重点課題②）
妊娠期からの児童虐待防止対策（12指標）

（重点課題①）
育てにくさを感じる親に寄り添う支援（５指標）

（基盤課題Ａ）切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策（16指標） （基盤課題Ｂ）学童期・思春期から成人期に向けた保健対策（11指標）

（基盤課題Ｃ）子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり（８指標）

各地域内で

連携

運営・支援

申請
受付

連携

連
携

連
携

事務局（「健やか親子２１（第２次）」普及啓発業務受託者）

〈応援メンバー〉

○「健やか親子２１」
への参加意思表明

○趣旨にあった取組
を行う（情報発信等）

意見交換会
情報共有

連携

基盤課題Ｂ 目標達成に向けたイメージ図

○ 本ガイドについては、授乳及び離乳の望ましい支援の在り方について、妊産婦や子どもに関わる保健医療従事者を対象に、所属
する施設や専門領域が異なっても、基本的事項を共有し一貫した支援を進めるために、平成19年3月に作成。

○ 本ガイドの作成から約10年が経過するなかで、科学的知見の集積、育児環境や就業状況の変化、母子保健施策の充実等、
授乳及び離乳を取り巻く社会環境等の変化がみられたことから、有識者による研究会を開催し、本ガイドの内容の検証及び改定
を検討。

１．背 景

「授乳・離乳の支援ガイド」 について（平成31年３月改定）

（１）授乳・離乳を取り巻く最新の科学的知見等を踏まえた適切な支援の充実

食物アレルギーの予防や母乳の利点等の乳幼児の栄養管理等に関する最新の知見
を踏まえた支援の在り方や、新たに流通する乳児用液体ミルクに関する情報の記載。

（１） 授乳及び離乳を通じた育児支
援の視点を重視。親子の個別性
を尊重するとともに、近年ではイン
ターネット等の様々な情報がある
中で、慣れない授乳及び離乳にお
いて生じる不安やトラブルに対し、
母親等の気持ちや感情を受けとめ、
寄り添いを重視した支援の促進。

（２） 妊産婦や子どもに関わる多機関、
多職種の保健医療従事者※が授
乳及び離乳に関する基本的事項
を共有し、妊娠中から離乳の完了
に至るまで、支援内容が異なること
のないよう一貫した支援を推進。

※医療機関、助産所、保健センター等の医
師、助産師、保健師、管理栄養士等

（３）食物アレルギー予防に関する支援の充実

従来のガイドでは参考として記載していたものを、近年の食物アレルギー児の増加や科
学的知見等を踏まえ、アレルゲンとなりうる食品の適切な摂取時期の提示や、医師の診
断に基づいた授乳及び離乳の支援について新たな項目として記載。

（４）妊娠期からの授乳・離乳等に関する情報提供の在り方

妊婦健康診査や両親学級、３～４か月健康診査等の母子保健事業等を活用し、
授乳方法や離乳開始時期等、妊娠から離乳完了までの各時期に必要な情報を記載。

（２）授乳開始から授乳リズムの確立時期の支援内容の充実

母親の不安に寄り添いつつ、母子の個別性に応じた支援により、授乳リズムを確立で
きるよう、子育て世代包括支援センター等を活用した継続的な支援や情報提供の記載。

３．改定の主なポイント２．ガイドの基本的な考え方

 平成31年３月に改定した「授乳・離乳の支援ガイド」について、一般の方への普及啓発を行うため、改定の
内容を踏まえ、授乳や離乳についてわかりやすく説明したリーフレットを作成。

「授乳・離乳の支援ガイド」 普及啓発のリーフレット

•妊娠したママのための「授乳準備ガイド」
•もうすぐ出産するママのための「授乳スタートガイド」
•産後２週間を過ぎたママのための「授乳のギモン解消ガイド」
•生後５か月からの「離乳スタートガイド」，別添スケジュール

作成したリーフレット

＊関係資料は以下URLに掲載しています。
⇒ https://www.mhlw.go.jp/stf/ninpu-02_00001.html
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健康づくり・栄養対策

児童福祉・母子保健対策

今年度の栄養施策計画について２

新型コロナウイルス感染症対応関係について１

食育推進基本計画について２

成育基本法と健やか親子２１（第２次）について１

保育所等における食育の推進について３

第３次食育推進基本計画 ＜平成28～32年度＞
（平成28年３月18日食育推進会議決定）

○食育基本法（平成17年６月17日法律第63号）第16条に基づき、「食育の推進に関する
施策が総合的かつ計画的な推進を図るため」に、食育推進会議（総理（会長）、関係閣
僚、民間有識者で構成）が作成。

○母子保健・児童福祉分野では、「家庭における食育の推進（妊産婦及び乳幼児の栄養
指導）」、「学校、保育所等における食育の推進（就学前の子供たちに対する食育の推
進）」等が盛り込まれている。

第３次食育推進基本計画 重点課題

「第３次食育推進基本計画」に基づく
母子保健及び児童福祉分野における食育の推進について

（平成28年４月１日雇児母発0401第２号雇用均等・児童家庭局母子保健課長通知）

１ 地方公共団体による食育推進計画の見直し等への参画について

第３次食育推進基本計画の決定に伴う各都道府県・保健所設置市・特別区における食育推進計画
の見直しに当たっては、「健やか親子２１（第２次）」や、次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動
計画も踏まえ、妊産婦や乳幼児をはじめとした子どもの健全な食生活の重要性の観点から、食育推進
計画の見直しに参画すること。

２ 母子保健及び児童福祉分野における食育の取組の推進について
（１）多様な暮らしに対応した食育の推進について
・「妊産婦のための食生活指針」や「授乳・離乳の支援ガイド」の普及と、妊産婦や乳幼児に対する

栄養指導の充実が図られること。
・「児童福祉施設における食事の提供ガイド」を参考に、地域や児童福祉施設等において、

発育・発達段階に応じた食育活動や共食の推進が図られること。

（２）若い世代を中心とした食育の推進について
・妊娠期や授乳期は、食生活を見直す契機となりやすいことや親となる若い世代が食に関する知識

や取組を次世代につなげていくことが重要であることから、妊産婦や乳幼児の保護者に対する取組
を推進すること。

３ 多様な関係者の連携・協力の強化による取組の推進について
地方公共団体、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者、ボランティア等、食育に係る様々な

関係者と主体的かつ多様に連携・協働した取組を推進すること。

「第３次食育推進基本計画」に基づく
保育所における食育の推進について

（平成28年４月１日雇児保発0401第１号雇用均等・児童家庭局保育課長通知）

１ 保育所における「食育の計画」の見直し等について

第３次食育推進基本計画の決定を踏まえ、保育所において、施設長、保育士、栄養士、調理員等の
協力の下、各地域や施設の特性に応じた食育の計画の見直しや策定が推進されるよう、支援すること。

２ 保育所における食育の取組の推進について
（１）多様な暮らしに対応した食育の推進について
・子どもの成長や発達に合わせた切れ目のない取組を推進するため、「保育所における食育に関す

る指針」の普及を図り、その活用を促進すること。
・家庭や地域とも連携の下、楽しく食に関する体験ができるような取組を推進すること。
・在籍する子ども及びその保護者のみならず、地域における子育て家庭からの乳幼児の食に関する

相談への対応や情報提供等に努めるなど、保育所を拠点とした積極的な取組を推進すること。

（２）食の循環や環境を意識した食育の推進について
・生産から消費までの一連の食の循環を体験を通じて意識できるよう工夫すること。
・「もったいない」という精神で、食べ物を無駄にせず、食品ロスの削減等に取り組むなど、環境にも

配慮した取組を推進すること。

（３）食文化の継承に向けた食育の推進について
・郷土料理、伝統食材、食事の作法等、伝統的な食文化に関する関心と理解が深まるような体験や
保護者への情報提供も含めた取組を推進すること。

３ 多様な関係者の連携・協力の強化による取組の推進について
地方公共団体、教育関係者、農林漁業者、食品関連事業者、ボランティア等、食育に係る様々な
関係者と主体的かつ多様に連携・協働した取組を推進すること。

第４次食育推進基本計画の作成に向けたスケジュール（予定）

＜第４年度（令和元年度）＞

第３次基本計画の進捗状況及び
第４次基本計画作成に向けた主な論点

令和２（2020）年３月

＜第５年度 令和２（2020）年度＞

パブリックコメント 令和２（2020）６月５日～７月４日

重点課題等ヒアリング ① 令和２（2020）年８月18日

重点課題等ヒアリング ②
令和２（2020）年10月１日

重点課題の方向性

第４次基本計画骨子（案） 令和２（2020）年11月下旬～12月上旬

第４次基本計画（案） 令和３（2021）年１月中下旬

パブリックコメント
令和３（2021）年１月中下旬
～（最短2週間程度）

第４次基本計画（案） 令和３（2021）年３月上中旬

第４次基本計画の決定（食育推進会議） 令和３（2021）年３月

出典：令和2年度第1回 食育推進評価専門委員会（令和２年８月18日開催）資料１



令和2年度 厚生労働省
母子保健指導者養成研修
研修６．児童福祉施設給食関係者研修

第4次食育推進基本計画の重点課題の方向性（たたき台）

第3次食育推進基本計画
＜コンセプト＞

実践の環を広げよう

第4次食育推進基本計画
＜コンセプト＞

食育によるSDGｓ達成への貢献

＜重点課題の方向性＞
（１）新しい生活様式に対応し

た食育の推進

（２）国民の健全な食生活の実
践を支える食育の推進

（３）持続可能な食の「３つの
わ（環・輪・和）」を支え
る食育の推進

＜食をめぐる現状＞
・新たな生活様式への対応
・デジタル化
・SDGSへのコミットメント
・少子高齢化
・成人男性の肥満、若い女性のやせ、

高齢者の低栄養
・単独世帯や共働き世帯の増加
・地域社会の活力低下
・食の外部化の進展
・食や食に関する情報の氾濫
・食料自給率37％（平成30年、ｶﾛﾘｰﾍﾞｰｽ）
・食品ロス612万トン（平成29年度推計）

SDGｓの目標は、食育の推進によって貢献可能

＜重点課題＞
(1)若い世代を中心とした食育の推進

(2)多様な暮らしに対応した食育の推進

(3)健康寿命の延伸につながる食育の推進

(4)食の循環や環境を意識した食育の推進

(5)食文化の継承に向けた食育の推進

・高齢化の中で、健康寿命の延伸が課題であり、子供（乳幼児期
を含む）から高齢者まで生涯を通じた食育の推進が重要

・栄養教諭や関係者等と連携して、食育が乳幼児期から体系的、
継続的に実施されることが必要

・家庭において、早寝早起きや朝食をとること等の基本的な生活
習慣の形成が重要

・職場等で健全な食生活を実践しやすい環境づくりが重要
・食品の選び方等基礎的な知識を持ち、行動することが必要

・食生活が自然の恩恵の上に成り立ち、生産者の様々な活動に支
えられていることの理解を深める上で、農林漁業体験は重要

・学校給食に地場産物を使用し、地域の自然や産業への理解を深
め、食に関する感謝の念を育むことは重要。栄養・教育関係者、
生産者等関係者の協働による推進が重要

・持続可能な食料生産から消費に至るまでのストーリーを子供の
頃から身近に感じることが重要

・生産から消費までの環境負荷を低減できるよう、環境と調和の
とれた食料生産と消費に配慮した食育の推進が必要

・ユネスコ無形文化遺産「和食;日本人の伝統的な食文化」を全
ての日本人が保護・継承するとともに、人材の育成が必要

・地域において、多様な関係者が連携・協働しながら食育を進め
ていくことは、国民運動の広がりのために重要

・新しい生活様式では、家族と過ごす時間が増える一方で、例え
ば地域での共食など、これまでと同様な取組が難しい状況

・デジタル化の推進、暮らし方や働き方の変化に応じた食育を推
進していく必要

＜主な論点＞

＜めざす到達点＞
食育によるSDGｓ達成への
貢献
・心身の健康の増進と豊かな人

間性の形成
・持続可能な食・フードシステ

ムの構築

出典：令和2年度第1回 食育推進評価専門委員会（令和２年８月18日開催）資料12

・少子化社会対策基本法※1に基づく総合的かつ⾧期的な
少子化に対処するための施策の指針

・2004年、2010年、2015年に続く第４次の大綱

１ 結婚・子育て世代が将来にわたる展望を描ける環境を
つくる

・若い世代が将来に展望を持てる雇用環境等の整備
・結婚を希望する者への支援
・男女共に仕事と子育てを両立できる環境の整備
・子育て等により離職した女性の再就職支援、地域活動への参画支援
・男性の家事・育児参画の促進 ・働き方改革と暮らし方改革

２ 多様化する子育て家庭の様々なニーズに応える
・子育てに関する支援（経済的支援、心理的・肉体的負担の軽減等）
・在宅子育て家庭に対する支援
・多子世帯、多胎児を育てる家庭に対する支援
・妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援
・子育ての担い手の多様化と世代間での助け合い

３ 地域の実情に応じたきめ細かな取組を進める
・結婚、子育てに関する地方公共団体の取組に対する支援
・地方創生と連携した取組の推進

４ 結婚、妊娠・出産、子供・子育てに温かい社会をつくる
・結婚を希望する人を応援し、子育て世帯をやさしく包み込む社会的

機運の醸成
・妊娠中の方や子供連れに優しい施設や外出しやすい環境の整備
・結婚、妊娠・出産、子供・子育てに関する効果的な情報発信

５ 科学技術の成果など新たなリソースを積極的に活用する
・結婚支援・子育て分野におけるＩＣＴやＡＩ等の科学技術の成果の

活用促進

＜基本的な考え方＞

少子化社会対策大綱（概要）
～新しい令和の時代にふさわしい少子化対策へ～

＜背景＞
・少子化の進行は、人口（特に生産年齢人口）の減少と高齢化を通じて、社会経済に多大な影響
・少子化の主な原因は、未婚化・晩婚化、有配偶出生率の低下 ・背景には、個々人の結婚や出産、子育ての希望の実現を阻む様々な要因
・希望の実現を阻む隘路を打破するため、⾧期的な展望に立ち、必要な安定財源を確保しながら、総合的な少子化対策を大胆に進める必要
・新型コロナウイルス感染症の流行は、安心して子供を生み育てられる環境整備の重要性を改めて浮き彫りにした

学校の臨時休業等により影響を受ける子育て世帯に対する支援等の対策と併せて、非常時の対応にも留意しながら総合的な少子化対策を進める

＜基本的な目標＞
・「希望出生率1.8」の実現に向け、令和の時代にふさわしい環境を整備し、国民が結婚、妊娠・出産、子育てに希望を見出せるとともに、

男女が互いの生き方を尊重しつつ、主体的な選択により、希望する時期に結婚でき、かつ、希望するタイミングで希望する数の子供を
持てる社会をつくる

※1 少子化社会対策基本法（平成15年法律第133号）（抄） 第７条 政府は、少子化に対処するための施策の指針として、総合的かつ⾧期的な少子化に対処するための施策の大綱を定めなければならない。

＜施策の推進体制等＞
・有識者の意見を聞きつつ、施策の進捗状況等を検証・評価する体制を構築し、PDCAサイクルを適切に回す
・施策について数値目標を設定するとともに、その進捗を定期的にフォローアップ※2
・更に強力に少子化対策を推し進めるために必要な安定財源の確保について、国民各層の理解を得ながら、社会全体での費用負担の在り方を含め、幅広く検討

このほか、ライフステージ（結婚前、結婚、妊娠・出産、子育て）ごとに施策の方向性を整理

※2 本大綱については、施策の進捗状況とその効果、社会情勢の変化等を踏まえ、おおむね５年後を目処に見直しを行うこととする。

（結婚、妊娠・出産、子育ては個人の自由な意思決定に基づくものであり、個々 人の決定に特定の価値観を押し付けたり、プレッシャーを与えたりすることがあってはならないことに十分留意）

2020年5月29日閣議決定

現在から将来にわたり、全ての子供たちが夢や希望を持てる社会を目指す
子育てや貧困を家庭のみの責任とせず、子供を第一に考えた支援を包括的・早期に実施

① 親の妊娠・出産期から子供の社会的自立までの切れ目のない支援 子供のライフステージに応じて早期の課題把握

② 支援が届かない又は届きにくい子供・家庭への配慮 声を上げられない子供や家庭の早期発見と支援の多様化

③ 地方公共団体による取組の充実 計画策定や取組の充実、市町村等が保有する情報の活用促進

ひとり親の正規雇用割合、食料又は衣服が買えない経験等を追加 （指標数 25→39）

子供の貧困対策に関する大綱のポイント（令和元年11月29日閣議決定）

○学力保障、高校中退予防、中退後支援の観点を含む教育支援体制の整備
少人数指導や習熟度別指導、補習等のための教職員等の指導体制の充実、教育相談体制の充実、高校中退者への学習支援・情報提供等

○真に支援が必要な低所得者世帯の子供たちに対する大学等の授業料減免や給付型奨学金を実施

○ひとり親への就労支援 資格取得や学び直しの支援、ショートステイ（児童養護施設等で一時的に子供を預かる事業）等の両立支援

○児童扶養手当制度の着実な実施 支払回数を年３回から６回に見直し（令和元年11月支給分～）

○養育費の確保の推進 養育費の取決め支援、民事執行法の改正による財産開示手続の実効性の向上

○地方公共団体の計画策定等支援
○子供の未来応援国民運動の推進 子供の未来応援基金等の活用

指標の改善に向けた重点施策（主なもの）

指標

基本的
方針

目的

○妊娠・出産期からの切れ目ない支援、困難を抱えた女性への支援
子育て世代包括支援センターの全国展開、若年妊婦等へのアウトリーチ、SNSを活用した相談支援、ひとり親支援に係る地方公共団体窓口のワンストップ化・民間団体の活用等

○生活困窮家庭の親の自立支援 生活困窮者に対する自立相談、就労準備、家計改善の一体的な支援の実施を推進

施策の推進体制等

１．教育の支援

２．生活の安定に資するための支援

３．保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

４．経済的支援

子供の貧困対策に関する大綱
〇 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」(平成25年成立、議員立法)に基づき策定
〇 今般の大綱改定は、

①前大綱（平成26年8月閣議決定）において、５年を目途に見直しを検討するとされていたこと、及び②議員立法による法律改正（令和元年６月）を踏まえて実施。
〇 平成30年11月の子どもの貧困対策会議（会⾧:内閣総理大臣）において、令和元年度中に新たな大綱を策定することとされた。

子供の貧困対策に関する大綱（抜粋）
～ 日本の将来を担う子供たちを誰一人取り残すことがない社会に向けて ～

第４指標の改善に向けた重点施策
２生活の安定に資するための支援
（３）子供の生活支援
（食育の推進に関する支援）
乳幼児期は、子供の健やかな発育・発達及び健康の維持・増進の基盤となる時期であると同時に、
望ましい食習慣や生活習慣の形成に極めて大きな役割を果たす時期でもある。

このため、全ての子供が健やかに育つ社会の実現を目指す「健やか親子21（第２次）」の趣旨を踏
まえつつ、乳幼児健康診査等における栄養指導の機会等を活用し、疾病や障害、経済状態等の個人や
家庭環境の違い、多様性を踏まえた食育の推進を図る。

保育所を始めとした児童福祉施設においては、ふさわしい食生活が展開され、適切な援助が行われ
るよう、各施設において、「児童福祉施設における食事の提供ガイド」の活用等を通じ、子供の発
育・発達状態・健康状態・栄養状態・生活状況等を把握し、それぞれに応じた必要な栄養量が確保で
きるように努めるとともに、食育の観点から、食事の提供や栄養管理を行い、子供の健やかな発育・
発達を支援する。

特に、保育所等における食育の推進に当たっては、「保育所保育指針」、「保育所における食事の
提供ガイドライン」等を参照し、専門性をいかしながら、家庭や地域、福祉、教育分野等と連携を
図っていくことが重要である。児童養護施設等で暮らす子供においては、入所前の家庭生活において
適切な食生活が営まれていない場合があることから、児童養護施設等の運営指針の活用を通じ、子供
の発達過程に応じた食習慣を身に付けられるよう食育を推進する。

ひとり親家庭の子供については、居場所づくりの観点から、子どもの生活・学習支援事業において
食事の提供を行う場合には、食育の観点に配慮するものとする。

令和元年11月29日閣議決定

健康づくり・栄養対策

児童福祉・母子保健対策

今年度の栄養施策計画について２

新型コロナウイルス感染症対応関係について１

食育推進基本計画について２

成育基本法と健やか親子２１（第２次）について１

保育所等における食育の推進について３

出典：総務省「労働力調査」等を基に厚生労働省保育課で作成

女性就業率(25～44歳)と保育園等の利用率の推移
○ 女性の就業率（25～44歳）と１・２歳児保育利用率ともに、年々上昇傾向にある。

48.1%

77.7%

女性の就業率
（25～44歳）

保育園等
利用率（全体）

保育園等利用率
（１・２歳児）
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保育園と幼稚園の年齢別利用者数及び割合（R1）

※該当年齢人口は総務省統計局による人口推計年報（平成３０年10月１日現在）より。
※幼保連携型認定こども園の数値は令和元年度「認定こども園に関する状況調査」（平成３１年4月1日現在）より。

※「幼稚園」には特別支援学校幼稚部、幼稚園型認定こども園も含む。数値は令和元年度「学校基本調査」（確定値、令和元年年５月１日現在）より。
※保育園の数値は令和元年の「待機児童数調査」（平成３１年４月１日現在）より。なお、「保育園」には地方裁量型認定こども園、保育所型認定こども園、特定地域型

保育事業も含む。４歳と５歳の数値については、 「待機児童数調査」 の４歳以上の数値を「社会福祉施設等調査」（平成３０年10月１日現在）の年齢別の保育所、保育
所型認定こども園、地域型保育事業所の利用者数比により按分したもの。

※「推計未就園児数」は、該当年齢人口から幼稚園在園者数、保育園在園者数及び、幼保連携型認定こども園在園者数を差し引いて推計したものである。

※四捨五入の関係により、合計が合わない場合がある。

幼稚園児

幼保連携型認定こども園児

94.2万人 96.1万人 96.0万人100.0万人 97.5万人 101.2万人（%）
該当年齢人口

保育園児

推計未就園児

12.８万人
（13.６％）

35.５万人
（3６.９％）

41.２万人
（4１.２％）

42.３万人
（4４.０％）

4１.6万人
（42.７％）

41.１万人
（40.６％）2.５万人（2.６％）

７.６万人（７.９％）
９.２万人（９.2％）

1６.１万人
（1６.８％）

1６.６万人（1７.１％） 1６.８万人（1６.６％）

78.９万人
（83.6％）

53.0万人
（55.2％）

49.7万人
（49.7％）

3.3万人（3.5％） 0.2万人（0.2％） 1.9万人（1.9％）

3４.３万人
（3５.7％）

３９.０万人
（40.０％）

4１.４万人
（4０.9％）

保育所保育指針について

【根拠法令】

○児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（児童福祉施設最低基準）

（保育の内容）

第３５条 保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性とし、その内容については、厚生労
働大臣が定める指針に従う。

【保育所保育指針の趣旨】（保育所保育指針「第１章 総則」より）

・保育所における保育の内容に関する事項及びこれに関連する運営に関する事項を定める。

・各保育所は、この指針において規定される保育の内容に係る基本原則に関する事項等を踏まえ、各保育所の実
情に応じて創意工夫を図り、保育所の機能及び質の向上に努めなければならない。

【策定及び改定の経緯】

・昭和４０年８月「保育所保育指針」策定

・平成２年３月改訂 養護機能の明確化・保育内容の年齢区分の細分化・保育内容の改正（６領域→５領域） 等

・平成１１年１０月改訂 子育て支援、職員の研修、保育士の保育姿勢、SIDS予防、児童虐待対応 等

・平成２０年３月改定 保育所保育の特性（養護と教育の一体的展開等）の明確化・保育課程の編成・自己評価の

実施及び結果の公表・小学校との連携・保護者支援・職員の資質向上、施設長の責務 等

⇒平成２９年３月改定（平成３０年４月適用）

告示化・大綱化

保育所保育指針の改定について

○ 保育所保育指針については、各保育園の保育の内容の質を高める観点から、約10年に一度
改定されており、直近では平成20年に改定を行ったところ。

○ 平成30年度改定に当たっては、
①平成20年の改定時から現在に至るまでの社会情勢の変化
※保育園利用児童数の増加、子ども・子育て支援新制度の施行、児童虐待対応件数の増加等

②幼稚園教育要領の改訂に向けた検討の状況
※中央教育審議会の下の幼児教育部会においても同時期に審議

等を踏まえて検討を行った。

※ 保育所保育指針、幼稚園教育要領の他、幼保連携型認定こども園教育・保育要領も併せて改訂

○ 社会保障審議会児童部会に「保育専門委員会」（委員長：汐見稔幸白梅学園大学長）を設置し検討。

○ 平成28年12月21日に議論のとりまとめを公表。議論のとりまとめを受け、平成29年３月31日に指針を

大臣告示。１年の周知期間をおいて、平成30年4月から適用。

平成30年 改定に向けた検討状況・スケジュール

保育所保育指針について

○ 保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性とし、その内容については、厚生労働
大臣が定める指針（保育所保育指針）に従う。

（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令）第３５条）

改定後の保育所保育指針について
○ 第1章～第5章で構成。保育所における保育の内容及びこれに関連する運営に関する事項を定める。
○ 厚生労働大臣告示（平成29年3月31日告示、平成30年4月1日適用）

第１章 総則

第２章 保育の内容

第４章 子育て支援

第３章 健康及び安全

第５章 職員の資質向上

１．保育所保育に関する基本原則

２．養護に関する基本的事項

３．保育の計画及び評価

４．幼児教育を行う施設として共有すべき事項

１．乳児保育に関わるねらい及び内容

※「健やかに伸び伸びと育つ」「身近な人と気持ちが通じ合う」

「身近なものと関わり感性が育つ」という視点から記載

２．１歳以上３歳未満児の保育に関わるねらい及び内容

※「健康、人間関係、環境、言葉、表現」の５領域の視点から記載

３．３歳以上児の保育に関わるねらい及び内容

※「健康、人間関係、環境、言葉、表現」の５領域の視点から記載

４．保育の実施に関して留意すべき事項

１．子どもの健康支援

２．食育の推進

３．環境及び衛生管理並びに安全管理

４．災害への備え

１．保育所における子育て支援に関する基本的事項

２．保育所を利用している保護者に対する子育て支援

３．地域の保護者等に対する子育て支援

１．職員の資質向上に関する基本的事項

２．施設長の責務

３．職員の研修等

４．研修の実施体制等

○ 保育所保育が幼児教育の重要な一翼を担っていること

等も踏まえ、「４．幼児教育を行う施設として共有すべき事

項」を定めるなど、保育所保育の基本となる考え方につい

て記載。

○ 乳児、３歳未満児、３歳以上児の保育について、それぞ

れ、ねらい及び内容を記載。

○ 特に、３歳以上児の保育について、幼稚園、認定こども

園との整合性を確保。

○ 子どもの育ちをめぐる環境の変化を踏まえ、食育の推進、

安全な保育環境の確保等について記載。

○ 保護者と連携して「子どもの育ち」を支えることを基本とし

て、保育所が行う子育て支援の役割等について記載。

○ 職員の資質・専門性の向上について、キャリアパスを見

据えた研修機会の充実なども含め記載。

保育所保育指針
（平成29年3月31日厚生労働省告示第117号）抜粋

第３章 健康及び安全

２ 食育の推進

（１）保育所の特性を生かした食育

（２）食育の環境の整備等

保育所における食育は、健康な生活の基本としての「食を営む力」の育成に向け、その基礎を培

うことを目標とすること。

子どもが生活と遊びの中で、意欲をもって食に関わる体験を積み重ね、食べることを楽しみ、食

事を楽しみ合う子どもに成長していくことを期待するものであること。

乳幼児期にふさわしい食生活が展開され、適切な援助が行われるよう、食事の提供を含む食育

計画を全体的な計画に基づいて作成し、その評価及び改善に努めること。栄養士が配置されて

いる場合は、専門性を生かした対応を図ること。

ア

イ

ウ

子どもが自らの感覚や体験を通して、自然の恵みとしての食材や食の循環・環境への意識、調理

する人への感謝の気持ちが育つように、子どもと調理員等との関わりや、調理室など食に関わる

保育環境に配慮すること。

保護者や地域の多様な関係者との連携及び協働の下で、食に関する取組が進められること。ま

た、市町村の支援の下に、地域の関係機関等との日常的な連携を図り、必要な協力が得られる

よう努めること。

体調不良、食物アレルギー、障害のある子どもなど、一人一人の子どもの心身の状態等に応じ、

嘱託医、かかりつけ医等の指示や協力の下に適切に対応すること。栄養士が配置されている場

合は、専門性を生かした対応を図ること。

ア

イ

ウ

○ アレルギー等への対応や食育の推進のため、栄養士を雇用等している保育所等に対する栄養管理加算の充実を図る。

栄養管理加算の拡充栄養管理加算の拡充

【加算概要】
食事の提供に当たり、栄養士を活用してアレルギー、アトピー等への助言、食育等に関する継続的な指導を受ける施

設に対して、これらに要する費用の相当額を加算する。

【加算要件・加算額】
（参考）見直し前 見直し後

加算要件

・栄養士の活用に当たっては、雇用形態を問わず、嘱託
する場合や、調理員として栄養士を雇用している場合
も対象となる。

・年間を通じて活用している場合に対象とする（年度途
中で新たに開設した施設については、施設の開設以降、
年間を通じて活用（期間が６ヶ月以上となること。）
している場合に対象とする。）。

・栄養士の活用に当たっては、雇用形態を問わず、嘱託
する場合や、調理員等として栄養士を雇用している場
合も対象となる。

加算額

年額１２万円

※３月分の公定価格に加算

＜イメージ＞

※上記の1/12の金額を各月の公定価格に加算

１号認定 ２・３号認定
栄養士を雇用している場合
（基本分単価や他の加算に
より配置する調理員等が兼
務していない場合）

約８０万円 約９０万円

栄養士を雇用している場合
（基本分単価や他の加算に
より配置する調理員等が兼
務している場合）

約５０万円 約６０万円

上記以外の場合 １２万円 １２万円

30
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参考様式 保育所におけるアレルギー疾患生活管理指導表（アレルギー疾患を有する子どもへの対応に関する医師の診断指示を記載）
緊急時個別対応票（アナフィラキシー発症等、緊急時対応のための事前確認及び対応時の記録）
除去解除申請書（食物アレルギーの除去食対応における解除申請の書類）

参考情報 アレルギー疾患対策に資する公表情報（関連する公表情報のURL）
関係法令等 保育所保育指針、アレルギー疾患対策基本法、アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な方針 等

「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（2019年改訂版）」の概要

＜目 的＞
保育所保育指針に基づき、保育所における子どもの健康と安全の確保に資するよう、乳幼児期の特性を踏まえたアレルギー対応の

基本を示し、保育士等の職員が医療関係者や関係機関との連携の下、各保育所においてアレルギー対応に取り組む際に活用する。

○ 乳幼児がかかりやすい代表的なアレルギー疾患ごとに、概要（特徴、原因、症状、治療）を明記した上で、「生活管理指導表」に基づく
適切な対応に資するよう、「病型・治療」欄の解説、「保育所での生活上の留意点」に求められる具体的な対応を解説。

（１）食物アレルギー・アナフィラキシー （２）気管支ぜん息 （３）アトピー性皮膚炎 （４）アレルギー性結膜炎 （５）アレルギー性鼻炎

第Ⅱ部:実践編（生活管理指導表に基づく対応の解説）

第Ⅰ部:基本編

○ 乳幼児期のアレルギー疾患、保育所における対
応の基本原則、生活管理指導表の活用、緊急
時の対応（「エピペンⓇ」使用） 等

（１）アレルギー疾患とは
（２）保育所における基本的なアレルギー対応

ア）基本原則 イ）生活管理指導表の活用
ウ）主な疾患の特徴と保育所の対応の基本

（３）緊急時の対応
（ｱﾅﾌｨﾗｷｼｰが起こったとき（「ｴﾋﾟﾍﾟﾝⓇ」使用））

１．保育所におけるアレルギー対応の基本

○ 記録の重要性（事故防止の取組）、
災害への備え、保育所内外の関係者の
役割、関係機関との連携・情報共有 等

（１）保育所における各職員の役割
ア)施設⾧（管理者）イ)保育士
ウ)調理担当者 エ)看護師 オ)栄養士

（２）関係者の役割と関係機関との連携
ア）医療関係者の役割
イ）行政の役割と関係機関との連携

２．アレルギー疾患対策の実施体制

○ 原因食品の完全除去による対応
（安全を最優先）、誤食の発生要因と
対応、食育活動と誤食との関係 等

（１）保育所における食事提供の原則
（除去食の考え方等）

・組織的対応、完全除去、安全配慮
（２）誤食の防止

・誤食の発生要因と対応
・食育活動と誤食との関係

３．食物アレルギーへの対応

※ 生活管理指導表： 保育所におけるアレルギー対応に関する、子どもを中心に据えた、医師と保護者、保育所の重要な“コミュニケーションツール”

保育士等キャリアアップ研修ガイドラインの概要

○ 保育現場におけるリーダー的職員の育成に関する研修について、一定の水準を確保するため、研修の内容や研修の実施方法など、必
要な事項を
定めるガイドラインを策定
（「保育士等キャリアアップ研修の実施について」（平成29年４月１日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課⾧通知）（令和元年６月24日付一部
改正））実施主体

・ 都道府県又は都道府県知事の指定した研修実施機関
※ 都道府県が適当と認める団体に委託することも可能。
※ 研修実施機関は、市区町村、指定保育士養成施設又は就学前の子
ど

もに対する保育に関する研修の実績を有する非営利団体に限る。

【専門分野別研修】

①乳児保育、②幼児教育、③障害児保育、④食育・アレルギー対
応、
⑤保健衛生・安全対策、⑥保護者支援・子育て支援

＜対象者＞
・ 保育所等の保育現場において、各専門分野に関してリーダー的
な
役割を担う者（当該役割を担うことが見込まれる者を含む。）

・ 研修修了の評価については、１５時間以上の研修の受講を確認
するとともに、研修の受講後にレポートを提出させるなど、研修

内容に
関する知識及び技能とそれを実践する際の基本的な考え方や心得

の
認識を確認するものとする。

研修分野・対象
者

研修修了の評価

・ 都道府県及び研修実施機関は、研修修了者に対し、修了証を
交付
する。 （修了証は全国で有効。）
・ 都道府県及び研修実施機関は、研修修了者の情報管理を行う
こと
とし、保育士登録番号や氏名、生年月日、住所等を記載した研

修修
了者名簿を作成する。

研修修了の情報管理

○ 保育現場においては、園⾧、主任保育士の下で、初任後から中堅までの職員が、多様な課題への対応や若手の指導等を行うリーダー
的な役割
を与えられて職務にあたっており、こうした職務内容に応じた専門性の向上を図るため、研修機会を充実させることが重要。

【マネジメント研修】

＜対象者＞
・ 各分野におけるリーダー的な役割を担う者としての経験があ
り、
主任保育士の下でミドルリーダーの役割を担う者（当該役割を

担うこと
が見込まれる者を含む。）【保育実践研修】

＜対象者＞
・ 保育所等の保育現場における実習経験の少ない者（保育士
試験
合格者等）又は⾧期間、保育所等の保育現場で保育を行ってい
ない
者（潜在保育士等）

・ １分野１５時間以上とする。
※園内研修を受講する場合は、１分野最大４時間の研修時間短縮

研修時間

・ 指定保育士養成施設の教員又は研修内容に関して、十分な知
識
及び経験を有すると都道府県知事が認める者

講師

・ 研修実施機関は、研修会場の所在地の都道府県に指定の申請
を
行うものとする。
・ 指定を受けた研修について、翌年度にも実施しようとする場
合、届出
書を提出することにより、翌年度も引き続き指定の効力を有す
る。

指定手続き

・保育における環境構成

・子どもとの関わり方

・身体を使った遊び

・言葉・音楽を使った遊び

・物を使った遊び

・マネジメントの理解

・リーダーシップ

・組織目標の設定

・人材育成

・働きやすい環境づくり

・乳児保育の意義

・乳児保育の環境

・乳児への適切な関わり

・乳児の発達に応じた保育内容

・乳児保育の指導計画、記録及び評価

・幼児教育の意義

・幼児教育の環境

・幼児の発達に応じた保育内容

・幼児教育の指導計画、記録及び評価

・小学校との接続

・障害の理解

・障害児保育の環境

・障害児の発達の援助

・家庭及び関係機関との連携

・障害児保育の指導計画、記録及び評価

・栄養に関する基礎知識

・食育計画の作成と活用

・アレルギー疾患の理解

・保育所における食事の提供ガイドライン

・保育所におけるアレルギー対応ガイドライン

・保健計画の作成と活用

・事故防止及び健康安全管理

・保育所における感染症対策ガイドライン

・保育の場において血液を介して感染する
病気を防止するためのガイドライン

・教育・保育施設等における事故防止及び
事故発生時の対応のためのガイドライン

・保護者支援・子育て支援の意義

・保護者に対する相談援助

・地域における子育て支援

・虐待予防

・関係機関との連携、地域資源の活用

保育士等キャリアアップ研修の分野及び内容

研修分野 ねらい 内容

①乳児保育
（主に０歳から
３歳
未満児向けの保
育内容）

・ 乳児保育に関する理解を深め、

適切な環境を構成し、個々の子ども

の発達の状態に応じた保育を行う力

を養い、他の保育士等に乳児保育に

関する適切な助言及び指導ができる

よう、実践的な能力を身に付ける。

・ 幼児教育に関する理解を深め、

適切な環境を構成し、個々の子ども

の発達の状態に応じた幼児教育を

行う力を養い、他の保育士等に幼児

教育に関する適切な助言及び指導

ができるよう、実践的な能力を身に

付ける。

②幼児教育
（主に３歳以上児
向けの保育内容）

③障害児保育

・ 障害児保育に関する理解を深め、

適切な障害児保育を計画し、個々の

子どもの発達の状態に応じた障害児

保育を行う力を養い、他の保育士等

に障害児保育に関する適切な助言

及び指導ができるよう、実践的な能力

を身に付ける。

研修分野 ねらい 内容

④食育・
アレルギー対

応

・ 食育に関する理解を深め、適切に
食育計画の作成と活用ができる力を
養う。

・ アレルギー対応に関する理解を
深め、適切にアレルギー対応を行う
ことができる力を養う。

・ 他の保育士等に食育・アレルギー
対応に関する適切な助言及び指導
ができるよう、実践的な能力を身に付
ける。

・ 保健衛生に関する理解を深め、
適切に保健計画の作成と活用が
できる力を養う。

・ 安全対策に関する理解を深め、
適切な対策を講じることができる力
を養う。

・ 他の保育士等に保健衛生・安全
対策に関する適切な助言及び指導
ができるよう、実践的な能力を身に
付ける。

⑤保健衛生・
安全対策

⑥保護者支援・
子育て支援

・ 保護者支援・子育て支援に関する

理解を深め、適切な支援を行うこと

ができる力を養い、他の保育士等に

保護者支援・子育て支援に関する

適切な助言及び指導ができるよう、

実践的な能力を身に付ける。

マネジメント

・ 主任保育士の下でミドルリーダー

の役割を担う立場に求められる役割

と知識を理解し、自園の円滑な運営

と保育の質を高めるために必要な

マネジメント・リーダーシップの能力を

身に付ける。

保育実践
・ 子どもに対する理解を深め、保育

者が主体的に様々な遊びと環境を

通じた保育の展開を行うために必要

な能力を身に付ける。

研修分野 ねらい 内容 研修分野 ねらい 内容

《母子保健・児童福祉分野の研究》

 厚生労働科学研究（健やか次世代育成総合研究事業）

• 乳幼児の身体発育及び健康度に関する調査実施手法及び評価に関する研究（平成30～令和２年度）

令和２年度に実施予定の乳幼児身体発育調査に向けた課題・手法を検討し、我が国の乳幼児の身体 発育や健康度
を把握するための基礎資料を作成する。

• 児童福祉施設における栄養管理のための研究（令和元～３年度）

児童福祉施設に通う子どもの発育、食事とその中での給食の役割を家庭の社会経済的条件との関連を踏まえて明ら
かにし、児童福祉施設の栄養管理の質の向上のために、給食の提供基準を検討する。

• 幼児期の健やかな発育のための栄養・食生活支援に向けた効果的な展開のための研究（令和２～３年度）

幼児の栄養・食生活支援に関わる保健医療従事者や児童福祉関係者等を対象とし作成された支援ガイド（案）につい
て、市町村保健センターの母子保健事業、保育所や幼稚園等での保育・幼児教育の場等において、本ガイド案を実践
的に活用するための方法を明らかにする。

• 生涯を通じた健康の実現に向けた「人生最初の1000日」のための、妊娠前から出産後の女性に対する
栄養・健康に関する知識の普及と行動変容のための研究（令和２～４年度）

胎児期から生後早期の環境が生涯を通じた健康に強く影響を及ぼすことから、「人生最初の1000日」の栄養状態の改
善が重要である。生涯を通じた母児の健康実現に向けて、妊娠前から出産後の女性に対する栄養・健康に関する知識
の普及とそれに伴う効果的な行動変容の手法を明らかにする。

 子ども子育て支援推進調査研究事業
• 妊産婦の適正な栄養・食生活に関する、効果的な情報発信に関する調査研究（令和２年度）

○ 根拠に基づく政策立案（Evidence Based Policy Making：EBPM）が重要視される中、限られた資源を有効に
活用し、国民により信頼される行政を展開するために、栄養政策に関してもEBPMの視点を一層深めていく
ことが重要。

厚生労働科学研究等（児童福祉・母子保健における栄養関係）の実施状況

食品衛生法改正のポイント（平成30年６月13日公布）食品衛生法改正のポイント（平成30年６月13日公布）

○令和３年６月１日から、集団給食施設を含む原則全ての事業者に、HACCPに沿った衛生
管理の実施が義務付けられます。

○食品衛生責任者を選任し、その方を中心に衛生管理計画・手順書の作成や記録の保存
を行ってください。

・医師、歯科医師、薬剤師、調理師、栄養士等の他、都道府県知事等が行う講習会（１日程度）を受講した方も食品
衛生責任者となることができます。

○衛生管理計画等は、事業者団体が作成した手引書を参考に作成してください。

・調理を行う事業者向けの手引書としては、「HACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手引書（小規模な一般
飲食店事業者向け）」や「旅館・ホテルにおけるHACCPの考え方を取り入れた衛生管理手引書」等があります。

・手引書は厚生労働省HPからダウンロードできます。
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000179028_00003.html）

○「大量調理施設衛生管理マニュアル」（平成９年３月24日付け衛食第85号別添）は、ＨＡ

ＣＣＰの概念に基づき作成したものです。本マニュアルに沿った衛生管理がしっかり実施で
きていれば、新たな対応は必要ありません。

原則全ての事業者に“HACCPに沿った衛生管理を制度化”

“営業届出制度”の創設

○営業届出制度が、令和３年６月１日に施行されます。集団給食施設を含む事業者は、保健所
に届出を行う必要があります。

健康づくり・栄養対策の推進

厚生労働省健康局健康課

栄養指導室



令和2年度 厚生労働省
母子保健指導者養成研修
研修６．児童福祉施設給食関係者研修

健康づくり・栄養対策

児童福祉・母子保健対策

今年度の栄養施策計画について２

新型コロナウイルス感染症対応関係について１

食育推進基本計画について２

成育基本法と健やか親子２１（第２次）について１

保育所等における食育の推進について３
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第３章 新たな日常の実現
４．「新たな日常」を支える包摂的な社会の実現
今回の感染症拡大を契機として、柔軟な医療提供体制、データ利活用、健康予防の重要性が再認識された。社

会保障制度の基盤強化を着実に進め、「新たな日常」を支える社会保障を構築するとともに、困難に直面している女
性や若者などへの支援を通じた格差拡大の防止を図り 、地域社会やコミュニティ等において高齢者の見守り、人の交
流やつながり、助け合いが充実した地域共生社会の構築を進め、誰ひとり取り残されることない包摂的な社会の実現
をしていく。

（１）「新たな日常」に向けた社会保障の構築
現下の情勢を踏まえ、当面の最重要課題として、感染症の影響を踏まえ、新規感染者数の増大に十分対応するこ

とができる医療提供体制に向けて万全の準備を進めておく必要がある。また、検査体制の強化、保健所の体制強化
及びクラスター対策の強化等に取り組むとともに、外出自粛下において再認識された日々の健康管理の重要性を踏
まえ、エビデンスに基づく予防・健康づくり、重症化予防の取組もより一層推進する。

今般の感染症に係る施策の実施状況等の分析・評価を踏まえつつ、その重要性が再認識された以下の取組をより
一層推進する。今般の診療報酬等の対応、病床・宿泊療養施設の確保状況、情報の利活用等の在り方を検証し、
より迅速・柔軟に対応できる医療提供体制を再構築する。骨太方針2018、骨太方針2019等の内容に沿って、社
会保障制度の基盤強化を着実に進め、人生100年時代に対応した社会保障制度を構築し、世界に冠たる国民皆
保険・皆年金の維持、そして持続可能なものとして次世代への継承を目指す。

「経済財政運営と改革の基本方針2020 ～危機の克服、そして新しい未来へ～」
（令和２年７月17日 閣議決定）【抄】

新たな日常における栄養・食生活支援対策

新型コロナウイルス感染症対応関係について１

（参考）新型コロナウイルス感染症対策としての栄養の重要性

Covid-19 does not treat us equally. Undernourished people have weaker immune systems, and may be at greater
risk of severe illness due to the virus. At the same time, poor metabolic health, including obesity and diabetes, is
strongly linked to worse Covid-19 outcomes, including risk of hospitalisation and death.
（栄養不良の人では免疫能が低下）

Good nutrition is an essential part of an individual’s defence against Covid-19. Nutritional resilience is a key
element of a society’s readiness to combat the threat. Focusing on nutritional well-being provides opportunities for
establishing synergies between public health and equity, in line with the 2030 Agenda for Sustainable Development.
（良好な栄養はCovid-19感染を防御する上で不可欠な要素）

The 2020 Global Nutrition Report highlights the need to integrate nutrition into universal health coverage as an
indispensable prerequisite for improving diets, saving lives and reducing healthcare spending, while ensuring that no
one is left behind. Reversing the obesity epidemic would also lessen the burden on our healthcare systems, as obesity
is not only one of the costliest health conditions but also a major risk of Covid-19 hospitalisations and complications.
（栄養をUHCに統合していくことが必要）

世界栄養報告2020（2020年６月公表）における記載（抄）

【世界栄養報告（Global Nutrition Report）】
2013年の栄養サミットをきっかけに生まれた，各ステークホルダーのコミットメントを追跡評価するために作られた報告書。データ主導による
独立した評価を行っており，栄養に関する不足しがちなデータを補完し，世界の栄養に関する現状を示し，栄養改善のための行動を促す重要な
役割を担う。東京栄養サミットでは，各ステークホルダーのコミットメントの追跡評価を含め，アカウンタビリティの総括役を担う予定。

○ 新型コロナウイルス感染症は，持続可能な開発目標の達成に向けた大きな脅威であり，その対策としての栄
養の取組の重要性や，栄養のユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）への統合の重要性が，最新の「世
界栄養報告」にも明記。

○ 東京栄養サミットでは，低栄養と過栄養の双方が国・地域・世帯内等に併存する「栄養不良の二重負荷」へ
の対策が議論予定である中，低栄養のみならず糖尿病や高血圧等も新型コロナウイルス感染症による死亡の危
険因子として指摘されており，同サミットの内容と合致。

○ こうした中，東京栄養サミットに向けた国際アドバイザリーグループの関係者からも，同サミットに向けて，
新型コロナウイルス感染症対策や，そのために必要となるUHCの推進の観点から，栄養の重要性について国
際的機運を高めていくべきとの声多数。同サミットへの関心も一層高まっている状況。

出典:外務省作成資料 39
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○ 「健康日本２１（第二次）」の目標の達成に向けて、毎年９月に実施。
○ 令和２年度食生活改善普及運動は、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛等により、家

庭で食事をとる機会が増加したと見込まれることから、家庭での食生活改善の重要性を普及・啓発すること
に焦点を当て展開。

○ 普及啓発用ツールをウェブサイトに掲載するとともに、取組事例を収集して横展開を進めていく等、バランス
の良い食事を入手しやすい環境づくりを推進。

【令和２年度普及啓発ツール】

普及チラシ 毎日プラス１皿の野菜 おいしく減塩１日マイナス２ｇ 毎日のくらしにwith ミルク

 小売店、飲食店等で活用可能なPOP類等は、「スマート・ライフ・プロジェクト」のウェブサイト※からダウンロード・印刷して使用。
※ http://www.smartlife.go.jp/plus1tool

既存

新規

おうちご飯にバランスをプラス

食生活改善普及運動

おうちご飯にバランスをプラス おうちご飯にバランスをプラス おうちご飯にバランスをプラス

健康づくり・栄養対策

児童福祉・母子保健対策

今年度の栄養施策計画について２

新型コロナウイルス感染症対応関係について１

食育推進基本計画について２

成育基本法と健やか親子２１（第２次）について１

保育所等における食育の推進について３

１．東京栄養サミットを契機にした食環境づくりの推進

○ 栄養ケア活動支援整備事業の実施 ＜予算：30百万円（30百万円）

○ 糖尿病予防戦略事業の実施 ＜予算：37百万円（37百万円） 補助先：都道府県等 令和元年度内示数：50自治体＞

○ 国民健康・栄養調査の実施 ＜予算：257百万円（125百万円）＞ ※新型コロナウイルス感染症の影響等により令和２年度調査は中止

○ 食事摂取基準等の策定 ＜予算：10百万円（12百万円）＞

○ 健康日本２１（第二次）分析評価事業の実施 ＜予算：38百万円（28百万円）

委託先：国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所＞

補助先：民間団体（公募） 令和元年度事業採択数：６事業＞

○ 実践領域での高度な人材育成の支援 ＜予算：10百万円（10百万円）、委託先：公益社団法人日本栄養士会＞

○ 養成教育の更なる質の向上 ＜予算：10百万円（10百万円）、委託先：特定非営利活動法人日本栄養改善学会＞

○ 管理栄養士国家試験の運営、管理栄養士等の資質確保 ＜予算：62百万円（60百万円）＞

○ 特殊な調理に対応できる調理師研修事業 ＜予算：30百万円（28百万円）、補助先：公益社団法人調理技術技能センター＞

○ 東京栄養サミットにおけるテクニカルセッション開催経費 ＜予算：81百万円＞

○ 東京栄養サミットを契機とした国際貢献に向けた調査事業 ＜予算：46百万円＞

○ 自然に健康になれる食環境づくりの推進事業 ＜予算：５百万円＞

２．科学的根拠に基づく基準等の整備・普及

３．管理栄養士等の養成・育成

４．地域における栄養指導の充実

※（ ）内は、令和元年度予算額

※新型コロナウイルス感染症の影響等により令和３年12月を目途に延期
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今年度の栄養施策計画について２



令和2年度 厚生労働省
母子保健指導者養成研修
研修６．児童福祉施設給食関係者研修

○ 「栄養サミット」は、英国の主導により開始した栄養改善に向けた国際的取組であり、2012年のロンドンオリンピック最終日に当
時のキャメロン英国首相が開催した「飢餓サミット」をきっかけに、2013年にロンドンで初めて開催され、2016年はリオでも開催。

○ 東京開催では、飢餓と低栄養だけではなく、過栄養のほか「栄養不良の二重負荷」をも対象とした上で、これらの解決に向け、
持続可能な開発目標(SDGs)の推進にも資する議論を予定。

○ 厚生労働省は我が国の栄養行政を中心的に担う省庁として、これまでの栄養政策の知見・経験の共有も交え、国際的な議論
に貢献しつつ、さらには、栄養に関する国際貢献(栄養政策の立案・展開支援)につなげていく。

○ 本サミット開催に向けた準備を省内横断的に行っていく体制を確保するため、厚生労働省に厚生労働大臣政務官を本部⾧とす
る「東京栄養サミット2020厚生労働省準備本部」を2020年１月に設置。準備本部では、栄養課題の整理・共有、今後の栄
養政策の方向性の検討を行うとともに、国内外の栄養課題の解決に向けたコミットメント(誓約)の検討を行う予定。

日程 2021年12月(予定)
主催 日本政府
共催

（予定）
英国，仏国(2024年オリンピック開催国)，国際機関（WHO，FAO，WFP，UNICEF，世銀等），ビル＆メ
リンダ・ゲイツ財団，NGO等

想定される
出席者 首脳級，閣僚級，国際機関の⾧，市民社会，民間企業等

目的 世界的な栄養改善の現状と課題を確認し,栄養課題に向けた各国の今後の国際的取組の促進を主導

主なテーマ

① 健康:栄養のユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）への統合
② 食:健康的で持続可能なフード・システムの構築
③ 強靭性:脆弱な状況下における栄養不良対策
④ 説明責任:データに基づくモニタリング
⑤ 財政:栄養改善のための財源確保

想定される成果
Tokyo Nutrition for Growth Compact (成果文書) 
(各ステークホルダーからの、栄養課題に向けたコミットメントを添付)
※我が国の栄養に対する取組をパッケージとして発信

現時点でのサミットのイメージ

東京栄養サミットの開催
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５．今後の推進体制
（４）広報・啓発等

今後、2020年には、SDGsの達成に向けた法の支配の推進をテーマとする第
14回国連犯罪防止刑事司法会議(京都コングレス)や持続可能性の取組をレ
ガシーとする東京オリンピック・パラリンピック競技大会、日本が重視する保健分
野で東京栄養サミット2020、水分野で第4回アジア太平洋水サミットが、
2025年には日本国際博覧会(大阪・関西万博)が開催されるなど、世界の注
目が日本に集まる機会がある。これらの行事やそれ以外のあらゆる機会を捉え、
SDGsの理念や日本の取組を世界に発信する絶好の機会を活用し、国内のス
テークホルダー及び国際機関との協力の下、日本の「SDGsモデル」の発信と日
本全国でのSDGsの主流化に努めていく。これらの機会にかかる準備、運営、調
達等についても、SDGsに基づき、環境、人権等に関わるデュー・ディリジェンスを
確実に実行する必要がある。

「SDGs 実施指針改定版」
（令和元年12月20日 SDGs推進本部策定）【抄】

○ 持続可能な開発目標(SDGs)とは、2015年９月の国連サミットで採択された2030年までの国際目標であり、「誰一人取り残
さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けて、17の目標を設定。

○ 栄養課題への取組は、栄養や健康の課題を対象とする、目標２「飢餓をゼロに」、目標３「すべての人に健康と福祉を」をはじ
め、教育や勤労等の様々な全ての目標の達成に寄与し得る。

○ SDGsに係る施策の実施について、関係行政機関相互の緊密な連携を図り、総合的かつ効果的に推進するため、2016年５
月にSDGs推進本部(本部⾧:安倍総理大臣)を内閣に設置。その第２回会合において、安倍総理大臣の指示の下、SDGs
の実施のための我が国政府としての実施指針(SDGs実施指針)を決定し、2019年12月の第８回会合において本指針を初め
て改定。

○ また、我が国の「SDGsモデル」を世界に発信することを目的に、その方向性や主要な取組を取りまとめた「SDGsアクションプラン」
を2017年12月に公表し、以降毎年改定。

(参考)SDGs実施指針・SDGsアクションプラン
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東京栄養サミットに向けた調査・分析等事業

○ 令和元年度予算事業において、東京栄養サミットに向けて、これまでの我が国の栄養政策における取組や今後の取組の方向性
などを整理した「日本の栄養政策」のパンフレットを作成。

〈パンフレットのポイント〉
 日本は栄養に関する取組を、経済発展に先立って、日本の栄養政策の重要な３つの要素である「食

事」「人材」「エビデンス」を組み合わせた栄養政策を始動。各時代の栄養課題に合わせて発展させ、そ
れと同じくして経済成⾧を実現し、世界一の⾧寿国となった。

 さらに、乳幼児期から高齢期まで全ライフコースを対象とした栄養対策と並行して、傷病者や被災者等
を対象とした対策を通じて、「誰一人取り残さない」社会づくりを行ってきた。

 こうした日本の100年以上の栄養政策の経験に根ざし、持続可能な社会の実現への貢献を目指す。
(掲載先)https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000089299_00001.html

経済成⾧に先立ち、栄養政策を始動・推進

食料難による栄養欠乏への対策の時代 経済成⾧に伴う生活習慣病への対策の時代 複雑化した栄養課題への対策の時代

「日本の栄養政策」パンフレット

災害時に備えた栄養・食生活支援体制(防災栄養)の強化につながるように、各自治体において活用できる、地域の基本属性に対して
災害時に備える備蓄等がわかるような簡易ツールを作成し、以下のウェブサイトにて公表。適宜防災部門等の関連する部門にも共有
の上、食料備蓄量を推計する際の一助として、積極的にご活用いただきますよう、お願いいたます。
(掲載先)https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000089299_00004.html
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自然に健康になれる食環境づくりの推進事業

○ 活力ある「人生100年時代」の実現に向けて、健康寿命の更なる延伸が課題であり、この課題解決を図る上
で、栄養・食生活は最も重要な要素の一つである。

○ 適切な栄養・食生活を支え、推進するための食環境づくりに向けて、令和２年秋頃に、産学官及びその共同
体等、様々な主体との連携体制を整備する。

○ 食環境づくりの推進に向けては、現下の国民の健康の保持増進に資する取組とするだけではなく、環境に
も配慮するなど、持続可能な開発目標（SDGs）の達成にも広く資するものとし、東京栄養サミットのコミットメ
ントとすることやアジア諸国等への国際展開も視野に入れて検討する。

６．個別分野の取組
（２）新たに講ずべき具体的施策

ⅵ）疾病・介護の予防
① 人生100年時代を見据えた健康づくり、疾病・介護予防の推進
イ）予防・健康づくりに向けた個人の行動変容につなげる取組の強化
・ 健康無関心層も含め自然に健康になれる食環境づくりの推進に向けて、2020年秋頃に産学官及びその
共同体等、様々な主体との連携体制を整備するとともに、効果的な減塩アプローチ等に関するエビデンス構
築を含む総合的な施策について、栄養サミットのコミットメントとすることやアジア諸国等への国際展開も視野
に、検討を進める。

「成⾧戦略フォローアップ」 （令和２年７月17日 閣議決定） 【抄】
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平成30年国民健康・栄養調査結果の概要について

２．科学的根拠に基づく基準等の整備・普及

調査の概要

【重点テーマ】

所得等社会経済的状況

【ポイント】
健康日本２１（第二次）おける効果的な施策推進のための基礎資料を得るため、所得、

居住・労働環境、食物の入手可能性等と生活習慣等に関する実態把握を行う。

【調査の概要】
〈調査時期〉 平成30年11月
〈調査客体〉 約6,000世帯、約15,000人
〈調査項目〉

１）身体状況調査票（身長、体重、腹囲、血圧測定、血液検査等）
２）栄養摂取状況調査票（食品摂取量、栄養素等摂取量、食事状況（欠食・外食等））
３）生活習慣調査票（食生活、身体活動・運動、休養（睡眠）、喫煙等に関する生活習慣

全般、所得等を把握）

① 所得と生活習慣等に関する状況

結果の概要

・ 歩数の平均値は、世帯の所得が600万円以上の世帯員に比較して、男女ともに200
万円未満の世帯員で有意に少ない。
・ 歩数の平均値は、世帯の所得が600万円以上の世帯員に比較して、男女ともに200
万円未満の世帯員で有意に少ない。

所得と生活習慣等に関する状況（20歳以上）

（出典）厚生労働省「平成30年国民健康・栄養調査結果の概要」

      
①200 万円未満 ②200 万円以上 

  400 万円未満 

③400 万円以上 

  600 万円未満 

④600 万円以上 

①
vs
④ 

② 
vs
④       人数 

割合 

又は 

平均値 

人数 

割合 

又は 

平均値 

人数 

割合 

又は 

平均値 

人数 

割合 

又は 

平均値 

１．食生活 

食塩摂取量の平均値 
（男性） 281 10.5g 705 10.9g 537 11.1g 821 11.2g ★  

（女性） 453 9.2g 802 9.3g 574 9.2g 900 9.3g   

野菜摂取量の平均値 
（男性） 281 253.9g 705 271.2g 537 301.2g 821 296.6g ★ ★ 

（女性） 453 266.6g 802 264.4g 574 283.7g 900 278.5g   

果物摂取量 100g 未満 

の者の割合 

（男性） 281 64.4% 705 65.3% 537 62.7% 821 67.9%   

（女性） 453 64.5% 802 56.3% 574 53.3% 900 55.7% ★  

２．運動 

運動習慣のない者 

の割合 

（男性） 179 66.4% 439 70.6% 285 66.3% 407 61.7%    

（女性） 325 70.9% 534 76.5% 375 78.6% 560 63.1%    

歩数の平均値 
（男性） 253 5,327 653 6,751 522 7,243 798 7,015 ★  

（女性） 396 5,685 743 5,897 548 5,779 868 6,373 ★ ★ 

 48



令和2年度 厚生労働省
母子保健指導者養成研修
研修６．児童福祉施設給食関係者研修
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• 世帯所得が600万円以上の世帯は、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を「ほとんど毎日」
食べている割合が男女ともに有意に高い。

• 世帯所得が600万円以上の世帯は、主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を「ほとんど毎日」
食べている割合が男女ともに有意に高い。

50

• 主食・主菜・副菜を組み合わせて食べることができない理由を所得別にみると、
「食費の余裕がない」と回答した者の割合は、世帯の所得が 600 万円以上の世帯員に比較し
て、男女ともに 200 万円未満の世帯員で有意に高い。また、「外食が多く難しい」と回答した者
の割合は、世帯の所得が 600 万円以上の世帯員に比較して、男女ともに 200 万円未満の
世帯員で有意に低い。

• 主食・主菜・副菜を組み合わせて食べることができない理由を所得別にみると、
「食費の余裕がない」と回答した者の割合は、世帯の所得が 600 万円以上の世帯員に比較し
て、男女ともに 200 万円未満の世帯員で有意に高い。また、「外食が多く難しい」と回答した者
の割合は、世帯の所得が 600 万円以上の世帯員に比較して、男女ともに 200 万円未満の
世帯員で有意に低い。

主食・主菜・副菜を組み合わせた食事の頻度が週５日以下と回答した者における
主食・主菜・副菜を組み合わせて食べることができない理由に関する状況（所得別、20 歳以上）
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【背景】

○ 食事摂取基準は、健康増進法第16条の２に基づき厚生労働大臣が定めるものとされ、国民の健康の保持・
増進、生活習慣病の発症予防を目的として、エネルギー及び各栄養素の摂取量について、１日当たりの基
準を示したものであり、５年ごとに改定を行っている。

○ 「日本人の食事摂取基準（2020年版）」では、更なる高齢化の進展を踏まえ、生活習慣病予防に加え、高齢
者のフレイル予防も視野に入れて策定。

【主な変更ポイント】

○ きめ細かな栄養施策を推進する観点から、50歳以上について、より細かな年齢区分による摂取基準を設定。

○ 高齢者のフレイル予防の観点から、総エネルギー量に占めるべきたんぱく質由来エネルギー量の割合（％
エネルギー）について、65歳以上の目標量の下限を13％エネルギーから15％エネルギーに引き上げ。

○ 若いうちからの生活習慣病予防を推進するため、以下の対応を実施。
- 飽和脂肪酸、カリウムについて、小児の目標量を新たに設定。
- ナトリウム（食塩相当量）について、成人の目標量を0.5 g/日引き下げるとともに、高血圧及び慢性腎臓病 （CKD）の重症

化予防を目的とした量として、新たに６g/日未満と設定。
- コレステロールについて、脂質異常症の重症化予防を目的とした量として、新たに200 mg/日未満に留めることが望ましい

ことを記載。

※ 検討会報告書を踏まえ、令和２年１月に告示。

詳細は、「日本人の食事摂取基準（2020年版）」策定検討会報告書をご覧ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08517.html

食事摂取基準の策定等
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資料：厚生労働省健康局健康課栄養指導室とりまとめ

(名)

※H18は把握実施なし

前年度より、267名増加
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※新型コロナウイルス感染症の影響等により令和２年度調査は中止

行政栄養士数の推移


